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第１章 概要 

1.1 背景と目的 

CLT（直交集成板）は大版の木質構造用面材で、2014 年に JAS によりの材料規格が定められ、

2016 年に建築基準法に基づく一般的な設計法等の関連告示が整備された。 

ただいざ設計となると、これまでにあった構造や工法とは異なる部分が多く、また設計や施工の

経験者も少ないため、行き詰っている方がいるのも事実である。そこで、本事業では、その様な方

の声に応え、基本計画や設計実務などに関する悩み解決をサポートし、結果として CLT を用いた建

築物を増やし、設計者・施工者などを増やすことを目的とする。また、支援を受けた方々の疑問点

を集めて分析することで、支援内容を改善することも目指す。さらに、デベロッパー向け講習会や

設計者向け講習会など他の事業とも連携し、相乗効果を発揮する。 

 

1.2 事業概要 

CLTを用いた建築物の企画から建設までを円滑に行えるよう、個別案件に合わせた支援を行った。

具体的には、支援を求める案件を募集し、各相談に応じた専門家を派遣するなどしてバックアップ

を行った。具体的な支援内容とは「企画段階からの専門家業務支援」と「設計段階の専門家派遣支

援」の 2 つに分けられ、企画段階は主に施主からが多く、活用方針や予算・工期、設計・施工者選

定など建物を企画する段階から当たるもの、一方設計段階からは主に設計者からの相談で、具体的

なプランを基に CLT の利用方法や構造・工法・構造計算などを検討する段階に当たるものがある。 

 

 

図 1.2-1 支援内容イメージ図 
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1.3 事業実施体制 

CLT 企画支援委員会 委員名簿 

（順不同・敬称略） 

委員長 安藤  直人  東京大学 名誉教授 

委 員 三井所 清典  （公社）建築士会連合会 会長 

稲山  正弘  東京大学大学院農学生命科学研究科生物材料科学専攻 教授 

権藤  智之  東京大学大学院工学系研究科建築学専攻 特任准教授 

齋藤  宏昭  足利大学工学部創生工学科建築・土木分野 教授 

  中島  史郎  宇都宮大学地域デザイン科学部建築都市デザイン学科 教授 

  前   真之  東京大学大学院工学系研究科建築学専攻 准教授 

  安井  昇   桜設計集団一級建築士事務所 代表 

  大倉  靖彦  （株）アルセッド建築研究所 副所長 

行 政 福島  純   林野庁林政部木材産業課木材製品技術室 住宅資材技術専門官 

    青木  亮   国土交通省住宅局建築指導課 課長補佐 

    恵﨑  孝之  国土交通省住宅局住宅生産課木造住宅振興室 企画専門官 

事務局 （一社）日本 CLT 協会 

                                                                                                               

 

CLT 企画支援 WG 委員名簿 

（順不同・敬称略） 

主 査 大倉  靖彦  （株）アルセッド建築研究所 副所長   

委 員 青島  啓太 芝浦工業大学 特任講師 

 石塚  正和 ㈱アルセッド建築研究所 統括 

 内野  吉信 ジャパン建材㈱ 営業本部木材部 木構造建築課長 

江口  司津 ㈱市浦ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ＆ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 東京支店建築室 室長 

 川原  重明 ㈱木質環境建築 代表 

 喜多  泰之 建築舎 KIT 代表 

 北瀬  幹哉 環デザイン舎 代表 

 鈴江  章宏 鈴江章宏建築設計事務所 代表 

 田尾  玄秀 樅建築事務所 代表 

 中越  隆道 中越建築設計事務所 代表 

 中村  孝 特定非営利活動法人 建築技術支援協会 

 福山  弘 福山弘構造デザイン 代表 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 小藤  捷吾 特定非営利活動法人 建築技術支援協会 常務理事 

 加納  英範 特定非営利活動法人 建築技術支援協会 

事務局 （一社）日本 CLT 協会 
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第２章 相談案件 

2.1 相談案件一覧 

○受付期間 （第１期）2019 年 5 月 7 日～10月 31 日 

（第２期）2019 年 10 月 31 日～12月 31 日 

 

○件数：72 件（専門家派遣案件 9件） 

 

○相談者所属：行政 6件、民間 66 件 

 

○相談者と相談案件との関係：施主 19 件、設計者 46 件、その他 7件 

 

○主な建物用途： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○建設地域： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○相談内容：一般事項 9 件、企画全般 13 件、基本構想 27 件、基本計画 23 件 

  

1 位（15 件） 福祉施設 

2 位（  7 件） 宿泊施設 

 
事務所 

 
工場・倉庫 

 
戸建住宅 ※支援対象外 

3 位（  5 件） 店舗 

4 位（  4 件） 共同住宅 

 
教会・チャペル 

北海道・東北 13 件 

関東 19 件 ※1位 東京（11件） 

中部 10 件 ※2位 愛知（  5 件） 

近畿 10 件 

中国・四国   5 件 

九州   9件 ※2位 沖縄（  5件） 
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表 2.1-1 相談案件一覧 

No. 支援分類 関係 用途 階(層)数 建設地 相談分類

18-26 1.専門家派遣 3.民間（施主） 店舗兼事務所 3 青森

18-64 1.専門家派遣 3.民間（施主） 保育施設 2 千葉 3.基本構想

1 2.電話・メール等 5.民間（その他） 事務所 静岡 1.一般事項

2 2.電話・メール等 4.民間（設計） 事務所 不明 兵庫 4.基本計画

3 2.電話・メール等 4.民間（設計） 保育園 2 埼玉 4.基本計画

4 3.支援対象外 4.民間（設計） 住宅 2 愛知 4.基本計画

5 1.専門家派遣 3.民間（施主） 寮 3 青森 3.基本構想

6 2.電話・メール等 4.民間（設計） 事務所 2 宮城 4.基本計画

7 2.電話・メール等 4.民間（設計） 集会所 2 東京 3.基本構想

8 2.電話・メール等 4.民間（設計） 老人ホーム 4 熊本 1.一般事項

9 1.専門家派遣 4.民間（設計） 商業施設 未定 未定 2.企画全般

10 2.電話・メール等 4.民間（設計） 教会 2 兵庫 3.基本構想

11 2.電話・メール等 4.民間（設計） 幼稚園 2 未定 1.一般事項

12 2.電話・メール等 4.民間（設計） 住宅 2 東京 3.基本構想

13 2.電話・メール等 3.民間（施主） 宿泊施設 2 茨城 1.一般事項

14 2.電話・メール等 3.民間（施主） 休憩所 2 新潟 3.基本構想

15 2.電話・メール等 2.行政（その他） 未定 未定 埼玉 2.企画全般

16 2.電話・メール等 4.民間（設計） 不明 不明 大阪 1.一般事項

17 2.電話・メール等 3.民間（施主） 集合住宅 5 東京 1.一般事項

18 2.電話・メール等 4.民間（設計） 宿泊施設 1 岡山 3.基本構想

19 2.電話・メール等 4.民間（設計） 工場 2 愛知 4.基本計画

20 2.電話・メール等 4.民間（設計） 宿泊施設 3 北海道 2.企画全般

21 2.電話・メール等 1.行政（施主） 店舗兼集合住宅 2 福島 3.基本構想

22 2.電話・メール等 4.民間（設計） ホール 1 東京 4.基本計画

23 2.電話・メール等 5.民間（その他） 福祉施設 1 東京 1.一般事項

24 2.電話・メール等 4.民間（設計） 児童クラブ 1 沖縄 4.基本計画

25 2.電話・メール等 4.民間（設計） 職人等研修所 2 福岡 4.基本計画

26 2.電話・メール等 3.民間（施主） 校舎 2-3 岡山 4.基本計画

27 2.電話・メール等 1.行政（施主） 山小屋 2 北海道 3.基本構想

28 2.電話・メール等 4.民間（設計） チャペル 1 宮崎 4.基本計画

29 2.電話・メール等 4.民間（設計） こども園 3 兵庫 4.基本計画

30 2.電話・メール等 5.民間（その他） 事務所 4 愛知 4.基本計画

31 2.電話・メール等 4.民間（設計） 長屋 1 岩手 4.基本計画

32 1.専門家派遣 5.民間（その他） 共同住宅 3 沖縄 3.基本構想

33 2.電話・メール等 3.民間（施主） 戸建住宅 4 東京 3.基本構想

34 2.電話・メール等 4.民間（設計） 倉庫 1 福島 4.基本計画

35 2.電話・メール等 4.民間（設計） 老人ホーム 7 東京 4.基本計画

36 2.電話・メール等 5.民間（その他） 不明 不明 不明 1.一般事項

37 2.電話・メール等 3.民間（施主） 宿泊施設 不明 不明 1.一般事項



5 

 

No. 支援分類 関係 用途 階(層)数 建設地 相談分類

38 2.電話・メール等 4.民間（設計） 事務所兼住宅 1 静岡 5.その他

39 2.電話・メール等 4.民間（設計） 教会 2 沖縄 3.基本構想

40 2.電話・メール等 4.民間（設計） 未定 2 栃木 2.企画全般

41 2.電話・メール等 4.民間（設計） 倉庫 1 北海道 2.企画全般

42 2.電話・メール等 4.民間（設計） 老人ホーム 5 東京 4.基本計画

43 2.電話・メール等 4.民間（設計） 公衆トイレ 1 山形 4.基本計画

44 2.電話・メール等 4.民間（設計） 福祉施設 2 北海道 3.基本構想

45 1.専門家派遣 3.民間（施主） 福祉施設 2 奈良 3.基本構想

46 2.電話・メール等 4.民間（設計） クリニックモール 3 千葉 3.基本構想

47 2.電話・メール等 4.民間（設計） クリニック・保育所・住宅 3 愛知 2.企画全般

48 2.電話・メール等 4.民間（設計） 老人ホーム 3 兵庫 2.企画全般

49 2.電話・メール等 3.民間（施主） 児童養護施設 2 大阪 2.企画全般

50 2.電話・メール等 3.民間（施主） 倉庫 1 千葉 3.基本構想

51 2.電話・メール等 1.行政（施主） モデル建築 1 鳥取 2.企画全般

52 2.電話・メール等 4.民間（設計） 住宅 2 愛知 3.基本構想

53 2.電話・メール等 4.民間（設計） 倉庫 1 未定 2.企画全般

54 2.電話・メール等 4.民間（設計） ホテル 4 沖縄 3.基本構想

55 1.専門家派遣 4.民間（設計） 店舗 1 東京 2.企画全般

56 2.電話・メール等 4.民間（設計） 校舎 3 山形 3.基本構想

57 2.電話・メール等 3.民間（施主） 事務所 3 東京 4.基本計画

58 2.電話・メール等 4.民間（設計） 住宅 1 愛媛 4.基本計画

59 2.電話・メール等 4.民間（設計） 不明 不明 福岡 3.基本構想

60 2.電話・メール等 4.民間（設計） 複合施設 1 宮城 4.基本計画

61 2.電話・メール等 4.民間（設計） 教会 5 不明 3.基本構想

62 2.電話・メール等 4.民間（設計） 福祉施設 2 奈良 3.基本構想

63 2.電話・メール等 3.民間（施主） 店舗 1 埼玉 2.企画全般

64 1.専門家派遣 4.民間（設計） 宿泊施設 1 沖縄 4.基本計画

65 2.電話・メール等 1.行政（施主） 事務所 1 岡山 2.企画全般

66 2.電話・メール等 4.民間（設計） 工場 2 福島 3.基本構想

67 2.電話・メール等 4.民間（設計） 工場 2 奈良 3.基本構想

68 2.電話・メール等 3.民間（施主） 共同住宅 3 東京 3.基本構想

69 1.専門家派遣 3.民間（施主） 展望台 1 三重 3.基本構想

70 2.電話・メール等 4.民間（設計） グループホーム 4 大阪 4.基本計画

71 2.電話・メール等 1.行政（施主） 宿泊施設 4 富山 3.基本構想

72 2.電話・メール等 5.民間（その他） グループホーム 2 群馬 4.基本計画
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2.2 専門家派遣案件 

 専門家の派遣を行った 9 件の支援内容について以下に示す。 

 

2.2.1 店舗兼事務所（青森） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 18-26 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施主） 

支援事業の目的 既存物件の建て替えにおける CLT の利用可能性の検討と設計者選定 

支援内容・成果物 設計者選定方法／基本構想のまとめ方／建設委員会開催案 

 

現時点での対象建築物 

用途 事務所兼店舗 工事種別 新築 

建設予定地 青森県 
防火上の地域区

分 
22 条地域 

建築規模 3 階建て 1 棟 ＣＬＴ使用部位 壁・2 階床・屋根 

工程（予定） 設計：2019 年未定／着工：2019 年未定 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■打ち合わせ（2019 年 5月 10 日） 

・プロポーザルによる設計者選定を提案。 

施主が半公共的な立場のため、きちんとプロポーザルで設計者を選んで事業を進めることが

重要。青森・東北などの地域限定で行うのも良い。 

 

・基本構想のまとめ方 

基本構想では新施設建設に関する基本的な方針・考え方を整理し、新施設のあり方（機能、

規模、配置、概略の空間構成など）と、新施設の造り方（構造、省エネ・創エネ、建設スケ

ジュール、事業費など）を検討し、プロポーザル実施要領に関する検討までを行ない、設計

者選定のプロセスへとつないでいく。CLT 企画設計支援としては、基本構想策定の中で CLT

建築物に関わる部分をサポートする。 

 

・建設委員会の構成 

学識経験者３名。委員長は、地域計画・建築計画を専門とし設計プロポーザルの審査経験が
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豊富な弘前大学教授。他２名（木材の専門家、建築と地域計画の専門家）にも委員を依頼す

る。 

森林組合、製材関係者のほか、商工会議所、市農林部へも依頼予定。 

 

■打ち合わせ（2019 年 6月 24 日） 

・本事業に適した補助事業の検討 

林野庁の実証事業・国交省のサステナブル先導事業等の特徴を説明。他の補助事業も含め、

使い勝手の良い組み合わせ（重複は不可）を検討する必要がある。 

 

・計画条件 

大会議室、保育施設、各階の機能を整理。 

 

・検討スケジュール案 
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2.2.2 保育施設（千葉） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 18-64 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施主） 

支援事業の目的 既存物件の建て替えにおける CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 建替計画案 

 

現時点での対象建築物 

用途 幼稚園 工事種別 新築 

建設予定地 千葉県 
防火上の地域区

分 
22 条地域 

建築規模 

2 階建てまたは平屋建て

1棟 延べ床面積：1,000

㎡ 

ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 2021 年 8月着工〜2022 年 3 月竣工 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・現園舎は昭和 51年（1976）竣工したもので、昭和 54年と平成 11 年に園児の増加に伴い保

育室を増築した。その後、２歳児親子教室、卒園生を対象とした小学生の学童保育を始めて

手狭となり園舎の建て替えを考えている。 

・建て替えにあたって、子供達の生活環境、安全性、運営しながらの建て替え、園だけでな

く地域と一緒につくる循環可能な施設などを考え模索する中で CLT のこと、また助成がある

ことを知った。CLT を活用した施設計画、事業の進め方など相談したい。 

・木の持つ優しい雰囲気を最大限感じる施設にしたい。 

 

■建替計画案 

A 案（2 階建て、延床 1,008 ㎡、耐火建築物）・B 案（平屋建て、890 ㎡、その他建築物）の 2 案を提示し、

工事のステップや、B案であれば構造材が現しにできること等を説明。 
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（A 案） 

 

 

（B 案） 
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2.2.3 寮（青森） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 5 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施主） 

支援事業の目的 既存物件の建て替えにおける CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 配置案 

 

現時点での対象建築物 

用途 学生寮兼卓球室 工事種別 新築 

建設予定地 青森県 
防火上の地域区

分 
22 条地域 

建築規模 
2-3 階建て 1-2 棟 

延べ床面積：3,000 ㎡ 
ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 未定 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・現学生寮を、学生寮兼卓球室に建替える計画があり、補助金と進め方について教えてほしい。 

・CLT の防音、断熱性に期待している。CO2 排出量の削減等を検証していきながら、将来的に

関連の高校の建替えにも採用したい。木の建物は人を穏やかにすると言われ、教育施設に最適

と考える。 

 

■ボリューム・配置案 

・Ａ案（囲み型１棟、１階ＲＣ造・２～４階木造、耐火建築物）・Ｂ案（４棟、１階ＲＣ造２

～３階木造、準耐火建築物）の２案を提案。 

・総合評価としては、Ｂ案が CLT 現しとしやすい。工事単価は、耐火１時間より準耐火１時間

の方が安価だが、床や壁の施工面積が増える分が相殺可能か確認を要する。 
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（Ａ案） 

 

 

（Ｂ案） 
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2.2.4 商業施設（東海） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 9 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（設計） 

支援事業の目的 新規物件の企画における CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 コスト・補助金説明。提案図面に対し意匠・構造のアドバイス。 

 

現時点での対象建築物 

用途 店舗 工事種別 新築 

建設予定地 東海地方など 
防火上の地域区

分 
未定 

建築規模 未定 ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 未定 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

デベロッパー向け講習会を受講して この支援事業を知った。 

商業施設・公共施設として提案出来る木造建築を模索しており、コスト・意匠・構造等、

アドバイスがほしい。年間棟数を確保して金額を下げるため、チェーンストア等のシステ

ム設計も検討したい。 

 

■アドバイス 

・コストについて説明。JAS 構造材等の補助金を紹介（大阪での説明会が予定されている）。 

・コンビニ等の店外からの見通しのよさが必要な建物の場合の、開口を広くとる工夫。 

・基本計画図面に対して、アドバイス。梁の間隔、耐力壁の量等。 

 

 

 

 

大倉様 
（シェルター） 
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2.2.5 共同住宅（沖縄） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 32 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施工者） 

支援事業の目的 新規物件の企画における CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 見学物件紹介。シロアリ勉強会。設計検討。 

 

現時点での対象建築物 

用途 
リゾート分譲型共同住

宅 
工事種別 新築 

建設予定地 沖縄 
防火上の地域区

分 
 

建築規模 
2-3 階建て 2-3 棟 

延べ床面積：7,000 ㎡ 
ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 基本設計：2019 年 8 月／実施設計：2019 年 11 月／工事 2020 年 7 月～ 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・沖縄県で特に問題となっている RC 造や鉄骨造の職人・施工者不足、材料の高騰から、CLT を検

討したい。自然志向・環境意識が強いエリアであることからも、木造が向いていると考えられる。 

・耐風性（風速 70m/s に耐える構造）やシロアリ対策・耐久性（夏の冷房による結露など）につい

て知りたい。 

・CLT 物件を見学したい。 

 

■見学物件の紹介（CoCo CLT（つくば CLT 実験棟）、ホテルサンライズ、兵庫県林業会館） 

 

■シロアリ対策 

・シロアリの専門家に講師を依頼し、シロアリの生体・侵入防止策についての勉強会を開催。 

・各工法（ケミカル・レスケミカル・ノンケミカル）を上手に組合せたうえで、定期点検を

行うことが重要。 

 

■その他アドバイス 

・沖縄の気候や、台風などの耐風圧等、懸念事項を共有しながら、CLT による施工の効率化や

材料供給の考え方、導入のメリットを説明。 
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2.2.6 福祉施設（奈良） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 45 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施主） 

支援事業の目的 新規物件の企画における CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 コスト・補助金・プランについてアドバイス。 

 

現時点での対象建築物 

用途 福祉施設 工事種別 新築（CLT パネル工法） 

建設予定地 奈良県 
防火上の地域区

分 
 

建築規模 
2 階建て 

延べ床面積：1,000 ㎡ 
ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 竣工：2020 年度  

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 
 

■相談事項 

・就労支援施設に CLT を使いたい。別の施設を木造にしたら、利用者から大好評だったため、

今回も木造にしたい。 

・JAS 構造材の助成金を利用する想定。また、できるだけ奈良県産材を使いたい。 

・作成中のプランについてアドバイスがほしい。コストや工期についても教えてほしい。 

 

■アドバイス 

・ルート１であれば構造計算はいらないと考えられていたようだが、ルート１、２どちらも

構造計算は必要である。 

・今回のプランであれば、ルート２の方が柔軟に対応できると思われる。 

・金物は高いので、金物を極力使わない方法も検討する必要がある（ルート２の方が金物を

少なくできる可能性が高い）。 

・梁は、CLT より集成材の方が効率が良い。 

・地元で構造計算できるよう、構造設計のサポートをする事も可能である。 

・千㎡未満で効率よい方法を構造的に検討する。 

・CLT に精通した構造設計者と協議して、本計画に対応性の良い構造計画基本方針を情報提供

する。 
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2.2.7 店舗（東京） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 55 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（設計） 

支援事業の目的 新規物件の企画における CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 意匠設計・構造設計・事業性についてアドバイス。構造設計者紹介。 

 

現時点での対象建築物 

用途 店舗 工事種別 新築（木造） 

建設予定地 東京都 
防火上の地域区

分 
準防火地域・防火建築物 

建築規模 
平屋 

延べ床面積：150 ㎡ 
ＣＬＴ使用部位 屋根 

工程（予定） 未定 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・社内方針として、CLT 導入を進めることが決まった。CLT にはデザイン性や環境性を期待し

ている。CLT が適している用途や、CLT の使い方についてアドバイスがほしい。 

・すでに、木造軸組＋CLT 床の 2F建て共同住宅を建設中。 

・木質トラス構法による無柱空間で、屋根を CLT に置換えた場合について検討したい。 

・構造設計者がいなくて困っている。 

 

■アドバイス 

・まず CLT の意匠設計・構造設計の概要を説明し、想定しているプランに対してコメントし

た。 

・事業性（コストとのバランス）の考え方等についてもアドバイスをした。 

・構造設計は、関係者を育てるのが理想だが、紹介することもできる。  

→ ローソン館林木戸町店（木造軸組＋CLT 屋根）の構造設計者を紹介。 

 

福山様 
（旭 国際観光農村

園） 
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2.2.8 宿泊施設（沖縄） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 64 

支援分類 設計段階の専門家派遣 

相談者 民間（設計） 

支援事業の目的 新規物件の CLT の利用方法の検討 

支援内容・成果物 遮音などの性能・CLT 現しの方法・助成制度についてアドバイス。 

 

現時点での対象建築物 

用途 宿泊施設 工事種別 新築 

建設予定地 沖縄県 
防火上の地域区

分 
無指定 

建築規模 

客室棟 4棟（3～4層）、

ヴィラ 20棟（平屋） 

延べ床面積：1万 7千㎡ 

ＣＬＴ使用部位 壁・床・天井 

工程（予定） 確認申請：2021 年 7 月／着工：2022 年 1 月 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・ホテルの界壁遮音性能は TLD-60 で設計、学会仕様の特級を目標としている。 

・床の重量衝撃音、軽量衝撃音を考慮した仕様、納まりなど知りたい。その他一般事項も知

りたい。コストの関係で２重床にはしたくないが、可能か。 

・コストに関して、島での施工の場合、大きく UPするかなど。 

・その他、CLT 採用は本案件に向いているか、向いていないか、部分的に採用メリットが有る

かなど見識者の方の立場からの意見を頂きたい。 

 

■アドバイス 

・CLT を界壁にした場合の性能はどうか。 

→共同住宅界壁として、TLD-40 と TLD-45 の認定を取得したものがある。 

・ホテルの界床遮音性能は LL-45 で設計、軽量床衝撃音で設計し重量床衝撃音はあまり気に

していない。特に靴の歩行音に注意している。CLT を床に使用した場合はどうか。 

→軽量床衝撃音は、仕上材（カーペット等）で LL-45 が可能。 

→CLT 協会の会員各社が LH-55 を目標に開発している。２月に完成する CLT 遮音実験棟では床

の遮音性能を体感することができる。 

石塚様 
（つる大学） 
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→床の剛性を高め、床と下階天井の縁を切るのが有効。 

・CLT はホテルに向いているか 

→壁が多い繰り返しプランであり CLT パネル工法に向いている。 

・CLT を内装に現しにできるか。スプリンクラーは施主要望で設置、外資では必須。 

→宿泊施設なので３階建て以上は耐火構造、CLT 現しはできない。 

・CLT を外壁に現しにできるか。台風では風速 60〜70m/s、雨が吹き付ける。庇は 1.2m で検

討中。 

→CLT の使用環境規定と劣化時の取替が困難なことから外壁への現しは勧められない。強風時

の飛来物による損傷も心配。 

・CLT 構造体に配線を埋め込むことは可能か 

→構造耐力を期待しない部分を配線に利用することは可能。 

・シロアリについて。CLT に防蟻処理は可能か。 

→CLT に含浸処理はできないが、防蟻剤の表面塗装は可能。薬剤処理に頼りすぎず土壌処理と

合わせて設計することを考え、専門家と研究している。 

・CLT の断熱性能はどうか。 

→沖縄地域では CLT のみで OK、付加断熱は必要ない。断熱よりも熱の遮断の方が有効で省エ

ネ基準もその方向で検討されている。 

・CLT パネルの大きさは。跳ね出しバルコニーは可能か。 

→CLT パネル最大製造サイズは 3m×12m（２社）。道交法の制限があるので搬送時の荷姿を考

慮してパネルサイズを計画する。 

→跳ね出しバルコニーは 2.5m 程度まで可能。防水は絶縁工法が推奨される。 

・水廻りの床仕上げ面もフラットに連続させたい。CLT 床パネル面での段差は可能か。 

→梁を設ければ床段差も可能。 

・CLT の仕上げを見せられればメリットになる。施工費の目安は？ユニット化して短工期で安

く間仕切り壁をつくることができないか。 

→CLT の材料は安い時で 80,000 円／m3 ほど。材工で見積もりを取ることをお勧めする。 

→金物代が高いので、金物を安くする工夫が有効。 

・平屋、別棟のヴィラは軒天や内部天井を CLT 現しにすれば上手くいきそう。 

・CLT 利用による補助金はどうか。 

→JAS 材利用の補助、今年度は 14 万円／m3（最大 1,500 万円または 3,000 万円まで）だった。 

→林野庁 CLT 実証事業は先導的なものについて、関連工事費の 30%。 

 

■今後の進め方  

・事業主へのアピール内容・方法を、設計側として検討する為にさらに協力する。 

・CLT の利用について検討を進める。 
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2.2.9 展望台（三重） 

支援事業基本データ 

Ｎｏ． 69 

支援分類 企画段階からの専門家派遣 

相談者 民間（施主） 

支援事業の目的 既存物件の建て替えにおける CLT の利用可能性の検討 

支援内容・成果物 事業主の企画意図の整理。事業計画・モデルプランの提案。 

 

現時点での対象建築物 

用途 観光施設 工事種別 建て替え 

建設予定地 三重県 
防火上の地域区

分 
 

建築規模 
平屋 

延べ床面積：477 ㎡ 
ＣＬＴ使用部位 未定 

工程（予定） 未定 

 

具体的な支援内容（打合せ記録等） 

■相談事項 

・CLT を活用し、歴史ある展望台のブランドを維持しつつ、新しいサステナブルな建築として

再建することで、対外的なアピールにつなげたい。 

・地元の設計事務所・建設会社に打診しプランの検討を行っていたが、CLT 導入にあたり、CLT

の実績と知識不足から納得のいく提案がなかったため、当支援事業に相談した。 

 

■アドバイス 

第 1 回打合せでは、現地確認とともに、事業主の企画意図の確認と整理、状況の把握を行

った。これにより、①CLT 導入の技術的なハードルが地元企業だけでは解決できていない点と、

②資金的な面での CLT 導入への課題、③営業を続けながら限られた敷地で建設する事の難し

さ、そして、④そもそもの事業計画に既存の解体と追加造成等十分な検討がなされていない

ことが分かった。これに基づいて、1か月間の検討猶予を頂き、企画支援業務として課題点を

整理するとともに、CLT を用いて事業が実現できる方策を練ることとした。 

 第 2 回打合せにて、事業計画を主体とした会議を行った。まず始めに、④についての CLT

によって可能となる事業提案を行った。当初単年の補助金を得て 1 年間での新築計画を企画

していた。これの CLT パネルを活かしたプランで、先のヒアリングで明らかとなった内容を

反映してモデルプラン（第１案）を作成した。これに加え、既存の建物を改修利用する案を
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２案（既存減築案＋増築の案と、完全改修案）提示した。共に、鉄骨造の既存建築の耐震診

断が問題となることから、調査期間がかかることを説明した。そして、第４案として、③営

業継続のために空地を利用した増築を行い、その後、既存の地下 RC躯体を残して上部の鉄骨

造部分を解体して部分改築する提案を行った。CLT を用いることで、上部構造が軽量化できる

ことから、既存の基礎、地下階の躯体をそのまま生かしながら改築する案である。鉄骨造と

比べて耐震診断がしやすい点や調査設計期間の短さから、CLT の有効性を活かす計画として企

画を再調整したことで、実現化の可能性が大きくなった。  

 施主からは、④で問題となった総合事業計画の検討において、3000 万円を超える可能性が

あった解体費用やその後の造成工事、外構工事への大きな費用負担から考えてメリットがあ

る点、CLT の特色を生かしながら計画が進められる点、そして、既存の構造体を活かせる可能

性への魅力から、この第４案を希望して進めることとなった。 

 

■今後の進め方  

 まずは、設計を前に、耐震診断調査会社等を紹介するとともに、先の②の資金的な課題に

対して CLT 関連の補助金と、パネルの経済設計、改修による事業コスト削減を提案した。翌

年度からは、耐震診断から始め、設計と施工業者選定を進めることとなった。  

 

 

モデルプラン 

（第１案 完全新築案） 
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（第２案 新築＋既存改修案） 

 

（第３案 仮設＋完全改修案） 

 

（第４案 新築＋部分改築案） 
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第３章 CLT パネル工法 平屋建て事務所モデル 

 2018～2019 年度の建築用途別の相談案件数をみると、事務所についての相談が 2018 年度は 12

件、2019年度は 7件とトップであった。特に平屋建て事務所は案件数が 1番多く、さらに相談の内

容も、設計会社や施工会社が「試しにまず自社の事務所を CLTで建ててみたい」というケースが多

かった。 

こういったケースで CLT が採用されることは、設計会社・施工会社がその後も CLT に取り組む

ようになり、普及効果が特に大きいと考えられるため、平屋建て事務所検討の参考になる資料を作

成することとなった。 

 以降に「CLTパネル工法 平屋建て事務所モデル」を示す。 
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第４章 CLT の沖縄県等におけるシロアリ対策について 

 2019年度の建設予定地域の都道府県別相談案件数をみると、沖縄県が 5件で 2位であった。これ

は、下地島空港のような話題性が高い CLT物件が竣工したことと、RC造や鉄骨造の職人・施工者

不足、材料の高騰が問題となっていることが理由であると考えられる。 

これからも沖縄県についての相談がくると予想されるが、検討の際に必ずシロアリが問題となる。

シロアリへの不安がぬぐい切れず、CLT不採用となった案件もあったため、シロアリ活性の高い地

域にて CLT 建築物を計画する際のシロアリ防除方法の検討および仕様策定を行うための一助とな

る資料を作成することにした。 

 以降に「CLTの沖縄県等におけるシロアリ対策について」を示す。 
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第５章 CLT 導入のすすめ 

 相談者向けの説明資料として、技術的な資料は比較的揃っているが、施主向けの資料は乏しい。

特に最近では SDGs が民間企業にも広まりつつあり、地方創生や持続可能といったキーワードが、

行政だけでなく、民間の事業主にとっても重要になってきているため、CLT建築を選択することに

よる地域経済への貢献や山林の持続可能性を訴える資料を作成することにした。 

以降に「地域経済循環と持続可能なビジネスを生む CLT導入のすすめ」を示す。 
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第６章 CLT 関連林野庁事業成果報告会 

 林野庁委託・補助事業において、令和元年度に取り組まれた CLT関連事業の成果を共有し、取り

組み状況などの情報を発信する「令和元年度実施 CLT 関連林野庁事業成果報告会」を 2020 年 3

月 4 日に開催予定であったが、政府の新型コロナウイルス感染症対策本部等のイベント自粛要請等

を受け、延期となった。 

今後、新型コロナウイルス感染症等の状況に鑑み、改めて実施予定である。 

 

 

図 6 3 月 4 日に開催予定だったプログラム 
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第７章 まとめ 

 CLT 建築物の基本企画や設計実務に関する疑問や課題を解決するため、相談窓口を設けた。72

件の相談が寄せられ、それぞれの案件に合わせた助言を行い、必要に応じて現地へ専門家や実務経

験者を派遣した。さらに相談対応の経験の蓄積から、どのような説明資料が不足していたかを検討

し、特に CLTの普及に役立つと判断した資料を新たに作成した。また、デベロッパー向け講習会や

設計者向け講習会など他の事業とも連携し、お互いの相談者・講習会参加者に事業を紹介し合うな

どして、相乗効果を発揮した。 

今後はさらに、前年度までの不成約案件の相談者にどのような支援があればよかったかをヒアリ

ングしたり、地方を拠点とする設計者等の専門家を増員したりすることで、支援体制や説明内容の

アップデートを行えば、CLT建築物の普及がより進むと考える。 
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